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一九八六年に導入された連帯基
金制度は、トルコ初の普遍主義的公的扶助制度という意義を持ちながら、政治利用や非効率性を批判されてきた。その合理化改革が近年精力的に進められている。改革は、インフラ強化による効率 、勤
労
福
祉（
ワ
ー
ク
フ
ェ
ア
）
の
拡
充、貧困の科学的計測 カウンセリングを通じた貧困への総合的取り
組
み
を
柱
と
し、
自
立
と
予
防
を
キーワードとしている。本稿では制度と改革の概要 紹介し、連帯基金制度に期待される役割 変化を指摘する。●トルコの貧困問題　
トルコでは貧しさは常に存在し
たものの、経済成長ともに解消されると考えられ、国家の正式な政策課題となることはなかった。そ
のトルコで一九九〇年代後半ごろから、貧困や所得格差の拡大が世論の注目を集めるようになった。トルコでは八〇年代に経済が自由化されると、当初は国営企業の民営
化
や
輸
出
奨
励
策
が
効
果
を
あ
げ
た。だが早くも八〇年代後半には自
由
化
の
弊
害
が
目
立
つ
よ
う
に
な
り、インフレ 加速し（九四年に消
費
者
物
価
上
昇
率
は
一
二
五・
五
％）
、
財
政
赤
字
も
拡
大
し
た
結
果、九四年にはトルコ経済は危機に陥った。この過程で所得格差は急速に拡大し、ジニ係数は八七年の〇・四三から金融危機に見舞われた九四年 は〇・ 九 上昇した。もっともその後は、ロシア経済危機（九八年）やマルマラ地震（九
九
年
）
の
影
響
で
再
び
経
済
が
大
幅なマイナス成長に陥り、さらに〇一年に政府首脳の対立に端を発
した通貨危機に陥ったにもかかわらず、所得格差はむしろ縮小し、ジニ係数は〇二年に〇・四三 低下した。貧困率も〇三年の二八・一％から〇九年には一八・一％に減少し、統計的データの上で 所得格差の拡大や貧困者の増加に歯止めがかかる兆 がみえている。　
一九九〇年代後半に貧困が世論
の注目を集めたもうひとつの背景は、貧困に質的な変化が起き、社会的統合が揺らいでいるという感覚が広がったことにある。貧困の質的な変化とは、新自由主義的経済政策のもとで進行した社会関係の
変
質
と
弱
者
の
排
除
で
あ
り、
マ
ス・
メ
デ
ィ
ア
が
一
時
よ
く
用
い
た
「
も
う
ひ
と
つ
の
ト
ル
コ（
Ö
teki 
T
ürkiye ）」
と
い
う
表
現
に
示
さ
れ
る
よ
う
な、
貧
困
者
の
他
者
化
で
あ
る。八〇年代以降 トルコでは、
経済のグローバル化と規制緩和により雇用が柔軟化し、派遣・臨時雇用など、無期限契約のフルタイム雇用以外の雇用（非典型雇用）が
拡
大
す
る
と
と
も
に、
生
産
委
託
（
下
請
け
）
関
係
が
発
達
す
る
過
程
で、家内賃労働や零細工場などの未
登
録
の
労
働、
す
な
わ
ち
イ
ン
フォーマルセクターの労働が拡大し、雇用の不安定化が起きた。失業率は、九〇年代は六〜八％台で推移したが、二〇〇〇年代以降は一〇％を超え リ ンショック後の〇九年には一四・ ％（都市部は一六・六％）に上昇した。　
また、社会学的研究が明らかに
したように、競争が激化 たことにより、都市の移動者社会を典型として、それまで貧困層にセイフティネットを提供していた互助的な
関
係
が
衰
退
し、
寡
婦
世
帯
な
ど
「
足
手
ま
と
い
」
に
な
る
弱
者
の
排
除
が進行した。研究者らは 経済自由化にとも うこれらの一連の変化が、所得貧困にとどまらない社
会
関
係
の
変
質
や
周
囲
か
ら
の
孤
立、生計の不安定化、将来を見通せないことへの不安 いっ 要素を
と
も
な
う「
新
し
い
貧
困（
yen
i 
yoksulluk ）」
を
も
た
ら
し
た
と
論
じた。当時の国際世論における貧
ト
ル
コ
の
連
帯
基
金
制
度
改
革
村
上
　
薫
分析リポ トー
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困への注目の高まり（欧米諸国における社会的排除やアンダークラス問題、世界銀行 世界開発報告における貧 など）も、こうした新たな貧困の考え方に影響を与えたと思われる。●連帯基金制度の導入　
一九九〇年代後半に貧困の社会
問題化に直面した政府が貧困対策の
中
心
的
制
度
と
し
て
利
用
し
た
の
が、
本
稿
で
と
り
あ
げ
る
連
帯
基
金
（
正
式
名
称
は「
貧
困
と
の
戦
い
と
社
会
的
相
互
扶
助
と
連
帯
の
た
め
の
基
金
」
（
Y
oksu
llu
kla M
ü
cad
ele ve S
o-
s
y
a
l 
Y
a
r
d
ım
la
ş
m
a
 
v
e 
D
ayan
ış m
ayı T
eş vik Fon
u ）
で
ある。連帯基金は、八六年に中道右派の祖国党政権によりトルコ初の普遍主義的公的扶助制度として導入された。六一年の新憲法は、「経
済
社
会
生
活
は、
公
正
と
勤
労
の
原則にもとづき、すべての人に人間としての尊厳が守られる生活水準を確保するこ を目指して整備さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」（
第
四
一
条）として、国民の社会権の保障を国家の責務とする社会国家（福祉国家）の原則 打ち出した。しかし実際には、社会保障はフォーマルセクターの勤労者とその扶養
家族を対象とする社会保険制度を中心に整備され、インフォーマルセクター労働者や（後に自営業者保険加入の道が開けたが）農家など、社会保険に未登録の人々の生活を保障する制度としては、貧困障害者高齢者手当など 限られてい
た。
連
帯
基
金
は、
「
貧
困
な
市
民
およびトルコに滞在 人々を支援し、社会的公正をもたらす手段を
用
い
て
公
正
な
所
得
分
配
を
実
現
し、社会的相互扶助と連帯の促進をはかる」
（三二九四号法第一条）
ことを目的とし、生存権 社会権を普遍主義的に保証する点で、さらには後述するように予算規模や受給者数の点でも、トルコの福祉制
度
の
発
展
に
画
期
を
な
す
制
度
で
あった。　
連帯基金制度の導入についてマ
ス・メディアや学識者 あいだでは、一九八〇年代に経済自由化政策へと経済政策を転換した祖国党政権による所得格差拡大への素早い対応であったという評価がある一方、連帯基金が基金制度にもとづくことから、所得格差拡大に不満をもつ貧困層にたいする選挙対策であったと う指摘もあ 。基金制度とは、議会の承認を得ずに政府が自由に使い道を決められる
財源として祖国党政権が導入したものである。　
導入の理由はなんであれ、連帯
基金制度は当初ほとんど機能していなかった。だが貧困の社会問題化を受けて、一九九九年に成立した中道左派の民主左派党を首班とする連立政権のもとで連帯基金は貧困対策の中心的制度として位置づけられ、民主左派党出身の担当大
臣
の
熱
意
に
よ
り
制
度
が
整
備
さ
れ、積極的に活用されるようになる。この時期のトルコでは連帯金制度の活用に加えて 社会保険未加入者のための無料医療制度である「緑のカード」制度 導入や自治体の貧困救済プログラムの拡充、市民社会組織による貧困救済活動の拡がりなどがみら 官民で貧困救済活動が活発化した。ただし、貧困救済はしばしば伝統的でイスラム的な慈善の延長としてとらえられ 慈善団体の役割が強調されるなど、 における政治の責任は曖昧 あった。連帯基
金
も
ま
た、
そ
の
名
が
示
す
よ
う
に、政府の福祉負担を軽減するめに民間からの寄付があてにされていた。社会権にもとづく貧困救済が明確 政策課題として位置づけられるのは、〇四年 ＥＵ加盟
候補国として承認され、社会政策の整備が加盟の条件となってからである。　
二〇〇二年に成立した親イスラ
ムの公正発展党政権は、公的扶助の拡充につとめ、困窮寡婦手当や障害者在宅看護手当が新規に導入されたほか、連帯基金の支援規模も拡大した。連帯基金を含む公的扶助関連支出は、〇二年にＧＤＰの
〇・
三
％
か
ら
一
二
年
に
は
一・
二％に増加した。一二年の金の受給世帯は二一〇万世帯 受給者数は六三七万人（人口の八・四％）である。〇一年 月の経済危機後には世界銀行から五億ドルの支援を得て条件付き現金給付制度や収入稼得プログラムなどからなる社会的リスク削減プロジェクト
（
S
o
s
y
a
l R
is
k
 A
z
a
rtm
a 
P
rojesi ）
が
導
入
さ
れ、
合
理
化
改
革も着手された。ただし、公正発展党政権もまた、新自由主義的な経済政策を推進する過程で社会的統合を担保する のとして貧困救済における伝統的なイスラムの慈善規範や家族の相互扶助 役割を強調し、連帯基金をそれらの延長上に位置づける傾向がある。連帯基金の支援規模が拡大した背景では、社会権にもとづく再分配だけ
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でなく、新自由主義的経済政策を補完する伝統的価値観の強調、後述する政治利用といったさまざまな要因が複雑に絡み合っているとみるべきであろう。●連帯基金制度の概要　
連帯基金制度を統括するのは家
族社会政策省の「社会的相互扶助と連帯局」
（
S
osyal Y
ardım
laş m
a 
ve D
ayan
ış m
a G
en
el M
ü
d
ü
r-
lügü 、以下「連帯基金局」と略）
である。連帯基金 は、全国九七三の自治体に設置された「社会的相
互
扶
助
と
連
帯
の
た
め
の
基
金
」
（
S
o
y
s
a
l 
Y
a
rd
ım
la
ş m
a
 
v
e 
D
ayan
ış m
a V
akfları 、
以
下「
基
金」と略）に予算を分配し、その活動を監督する。基金は法人格を与えられた市民社会組織 り、全
国
共
通
の
援
助
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
加
え、独自のプログラムをつくり実施することが認められてい が、予算はほぼ一〇〇％国家予算である。　
基金にはそれぞれ評議委員会と
事務局が置かれる。評議委員会はカイマカン（中央から派遣される地
方
行
政
府
の
長
）
が
座
長
を
つ
と
め、出納役、地方行政府行政官、自治体首長のほか、市民代表とし
てムフタール（区の下位で行政の末端単位であるマハッレの長。選挙で選出）の代表、地域で貧困救済活動に従事する市民社会組織代表、および地域 慈善家の代表らによって構成される。ムフタールと市民社会組織の代表は互選により、慈善家の代表は県議会 推薦により選出される。官僚だけでなく、選挙で選出される首長や慈善団体の代表など の代表が参加することで、地域の事情に応じた柔軟な判断が可能になると期待されている。　
連帯基金制度の最大の特徴は、
受
給
資
格
の
要
件
を
具
体
的
に
定
め
ず、各基金の評議委員会に大幅な裁量を与える点にある。制度上、受給資格は「困窮しており、社会保険に未登録で年金などを受給していない市民、および一時的で小規模の支援ないし教育の機会が与えられれば社会貢献と生産が可能に
な
る
人
々」
（
三
二
九
四
号
法
第
二
条
）
と
定
め
ら
れ
る
に
と
ど
ま
り、
「
困
窮
し
て
い
る
こ
と
」
の
判
断
基
準
や受給資格の具体的な要件は示され
て
い
な
い。
誰
を「
困
窮
し
て
い
る」とみなし、いかなる支援を行うかの判断は、各基金 評議委員会の裁量にゆだねられている。な
お二〇一二年の法改正により、社会保険加入者も一定の条件（世帯員一人あたり所得が法定最低賃金の三分の一以下）を満たせば受給が可能になった。　
受給者は次のような手続きによ
り決定される。連帯基金は申請主義をとるため、支援を必要とする住民やその代理人が基金事務所の窓口で申請手続きをと 申請があると、職員は世帯ごとにファイルを作成し、資力調査と家庭訪問を行う。職員は調査結果をファイルに記入し、評議委員会に提出する。評議委員会は一週間に一回会議を開いて申請者のファイルを検討し、受給資格の有無と給付内容を多数決で決定する。　
支援は現物支援（食料・燃料・
学用品）と「緑のカード」制度対象外の医療費の支援を中心としていたが、二〇〇二年からは社会的リスク削減プロジェクトが導入されて条件付き給付や収入稼得プログラムが加わった。一二年までは保健省の制度である「緑のカード」の支給、一二年からは新規に導入された総合医療保険制度の保険料減免の審査も連帯基金が担当し
て
い
る
⑴。
ま
た、
連
帯
基
金
局
は
制度化していないが、基金 裁量
で現物だけでなく現金での支援も行う場合や、指定の店舗で食料・生活雑貨のみ購入 きるクーポン券を支給する場合もある。筆者がインタビュー調査を行ったイスタン
ブ
ル
市
Ｓ
区
の
基
金
の
場
合、
現
在、現物支援は冬期の石炭配布のみ
で、
現
金
で
の
支
援
が
中
心
で
あ
る。条件付き現金給付以外 現金支援は、一カ月分の家賃にほぼ相当する額を限度として一時的 援として 給している。条件付き現金給付をのぞき、支援は原則として一回の申請につき一回であり、継続的な支援は依存を招くという理由で行っていない。ただし高齢者世帯など働ける人がいない場合は、三カ月ごとに申請させて、実質的に継続的支援を行っている　
社会的リスク削減プロジェクト
は中長期 な視野で貧困削減を目指し、職業訓練や資金提供による起業支援、および保健医療・教育支援などからなる。後者は乳幼児と妊婦を対象として定期的な健康診断の受診を条件として母親と妊婦に、また学齢期の児童を対象として通学を条件として母親に、それ
ぞ
れ
現
金
を
給
付
す
る
制
度
で
あ
る
。
　
教育支援は初等教育（八年間）
を受ける男子は月額三〇リラ（約
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一
五
〇
〇
円
）、
女
子
は
月
額
三
五
リ
ラ、中等教育（三年間）は男子が月額四五リラ、女子は月額五五リラが、それぞれ母親に支給されるというものである（支給額 二〇一三年現在。一リラ＝五〇円で換算。
以
下
同
じ
）。
女
子
の
支
給
額
が
男子より多いのは 女子の通学を奨励する意図がある。〇七年に世界銀行の支援が終了した後も制度は継続してい 保険医療支援を受けた乳幼児は、〇三年に二万四六四四人から〇九年には七五万三四六二人に、教育支援を受けた児童は同じく五万九〇 〇人から二一一万八八 一人に増加 た。　
収入稼得プログラムは起業を希
望する者に都市部農村部を問わずひ
と
り
あ
た
り
一
万
五
〇
〇
〇
リ
ラ
（
約
七
五
万
円
）
を
無
利
子
で、
二
年
間の猶予期間を置いたのち 年間の分割払いで返済する条件で支給する制度である。女性は六年目の返済が免除される。　
連帯基金の性格を簡潔にまとめ
る
な
ら、
そ
れ
は
地
方
分
権
的
で
あ
り、地域の実情に即した援助を行うため実施機関は半官半民的な性格を与えられている。誰が困窮して
お
り、
い
か
な
る
支
援
を
行
う
か
は、各基金の評議委員会が判断す
る。つまり連帯基金法は困窮者救済による社会的公正の実現を目指す
と
し
て
い
る
が、
具
体
的
に
何
を
もって社会的公正が実現されているかの判断は各基金にゆだねられている。基金の判断には、市民代表の参加を通じ 地域の事情 反映されることが期待されている。●連帯基金制度の評価　
連帯基金は、上述のように初の
普遍主義的公的扶助 しての意義をもつほか、縦割り行政を脱して地方政府と中央政府の関係者が協力する体制や、市民の代表が受給者決定の過程に参加するしくみ
を
肯
定
的
に
評
価
す
る
論
者
も
い
る。だが連帯基金はその手続きの煩雑さや、非効率性、政治利用が世論から厳しく批判されてきた。たとえば支援の大部分を占める現物現金支援は、継続性がなく規模も小さいため応急措置的な役割か果たさないことについて 社会権を重視する論者が生存権的社会権の概念ではなくイスラムの喜捨（サ
ダ
カ
）
の
考
え
に
も
と
づ
い
て
い
る、あるいは現物支給は受給者のニーズに合わず無駄 あ と批判する一方 新自由主義の立場に立つ論者は、支援に依存し働こうと
しない怠惰な人々を増やしていると批判してきた。前者は、継続的な現金給付の必要性を訴え、後者は働けない高齢者や障害者以外には雇用に結びつく支援を行う勤労福祉（ワークフェア）を適用するよう訴えるものだが、いずれの立場も、支援が貧困からの救済に結びついていないという現状認識で一致している。　
受
給
資
格
が
曖
昧
で
あ
る
が
ゆ
え
に、恣意的な運用を招きやす こと、とりわけ政治的に利用されやすい点も 指摘され きた たとえば地方選挙を控えた二〇〇九年二月に東部のトゥンジェリ県の基金が登録世帯に冷蔵庫や洗濯機などの家電製品を一斉に支給したことについて、貧困世帯 必要を満たすものとして好意的に取り上げたのはザマン紙など与党寄り 親イスラムのマス・メディアのみであり、他 マス・メディアはあからさまな政治利用であると批判的に報道した。　
審査の杜撰さも問題視されてき
た。評議委員会は週に一回、受給者選定会議を開催することが義務付けられているが、これを守らない基金は珍しくない。筆者が二〇〇五年に訪問したアンカラ市のあ
る基金では、職員が申請に来た市民とその場で面談し、資産調査は口
頭
で
持
家
の
有
無
を
尋
ね
る
だ
け
で、すぐに援助を出していた。この基金では評議委員会 ほとんど開かれず 事務局がすでに実施ずみの援助案件を評議委員に事後的に報告していた。評議委員会 きちんと開催する あっても、職員不足など 理由で家庭訪問省略されることはあ 。　
上述のように公正発展党政権は
連帯基金を積極的 活用 きが、支援規模が拡大するほどに、制
度
の
内
容
や
運
用
へ
の
批
判
も
高
まった。すでに二〇〇二年に社会的リスク削減プロジェクトが導入さ
れ、
条
件
付
き
の
支
援（
現
金
給
付、起業支援）や、後述する貧困の点数化など、効率化と透明化、自立化のための改革が限定的ながら実施されてきた。近年の改革はこれらをさらに進 るとともに他の公的扶助制度とあわせて予防的介入を含む貧困へ 総合的なアプローチへの転換 はかるものである。●インフラ強化による効率化　
改革の柱のひとつは、インフラ
強化による申請と審査の効率化で
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ある。以前は基金事務所で支援を申請するにあたっては、各種証明書を複数の役所（区役所、土地登記所、警察署、税務署、社会保険事務所など）で取 必要があり書類をそろえるだけで数日かかることが珍しく かった。だが二〇〇〇年に国民を一一ケタの身分証番号で管理する内務省の人口管理シ
ス
テ
ム（
M
E
R
N
İ S
）
が
導
入
さ
れと、基金事務所は申請者の身分証番号を入力するだけで各省庁から資産調査に必要な情報を得られるようになり、申請者は基金事務所で身分証を提示するだけですむワ
ン
ス
ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
が
実
現
し
た
。
　
その後、二〇一〇年に連帯基金
局
は
ト
ル
コ
科
学
技
術
研
究
会
議
（
T
Ü
B
İ T
A
K
）
と
協
定
を
結
び、
統
一
的
公
的
扶
助
サ
ー
ビ
ス
（
B
ü
tü
n
le
ş ik
 S
o
sy
a
l Y
a
rd
ım
 
H
izm
etler P
rojesi ）
の
開
発
に
着
手した。これは各種の公的扶助制度の受給状況情報を関連機関で共有するための共通データベースを構
築
す
る
も
の
で、
家
族
社
会
政
策
省、内務省、財務省、保健省、労働
社
会
保
障
省、
統
計
局、
ワ
ク
フ
局、
社
会
保
障
局、
県
行
政
府
の
ほ
か、自治体、貧困救済を活動目的とする市民社会組織の参加が予定
されている。　
公
的
扶
助
情
報
シ
ス
テ
ム（
S
osy-
al Y
ardım
 B
ilgi S
istem
i ）も、申
請手続きに必要な各種情報と公的扶助の利用状況にかんする情報を関
連
機
関
で
共
有
す
る
た
め
の
共
通
データベースであり、申請手続きの効率化と公的扶助の重複受給の防止のほか、後述するよう 貧困の科学的計測に利用される。従来のワンストップサービスは利用者の申請手続きを簡便 する一方、手続きをとってから実際 申請が行われるまで一五〜二〇日ほど時間を要したが、公的扶助情報システムの導入により、これは数分に短縮され、ワンクリックサービスが実現した。　
各種システムの開発に加えて、
省庁再編もまた受給者情報の共有を促進し、連帯基金を含む福祉行政全般の効率化につながった。トルコの公的扶助制度は連帯基金局の連帯基金制度のほか、内閣府社会サービス児童保護局の貧困給付や身障者在宅介護手当、内閣府障害者局の貧困障害者高齢者手当など、複数の官庁がばらばらに制度を運営し、受給者情報の共有はなされてこなかった。二〇一一年に家族社会政策省が新たに設けられ
て連帯基金局をはじめとする公的扶助関連部局がすべて同省の下に移されたことにより、こうした縦割り行政の弊害が解消された。●受給者の自立促進　
連帯基金は法律上、受給者資格
要件を社会保険に未登録の貧困者とのみ定めているが、制度運用に関する公文書や政治家の発言をみると、申請者を就労可能なものと寡婦や高齢者など就労不可能なものに分け、前者にたいし は就労と自立を求める傾向が強まっることがわか 。たとえば、連帯基金局のパンフレット（発行年不明）の前文でアタライ大臣（在任二〇〇二〜〇七年）は基金の目的を、社会保険に未加入で貧困し市
民
の
生
活
の
基
本
的
ニ
ー
ズ（
燃
料、食料 衣料、教育、保健衛生など）を満たすこと、障害をもつ市民の教育とリハビリの支援 都市部と農村部の市民の所得をそれぞれ引き上げ、継続的に就労できるようプロジェクト支援 行うしたうえで、次のように けている。
「
貧
困
と
の
戦
い
に
振
り
向
け
ら
れた財源は、貧しく支援を必要とする市民を、受動的 支援を待つ状態から、能動的で参加意欲があ
り自立した状態にすること、社会平和を維持し社会的相互扶助と連帯
を
強
化
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
」。
そ
し
て、
収
入
稼
得
な
ど
自
立
支援関連のプロジェクトへの支出を
二
〇
〇
四
年
の
基
金
の
全
支
出
の
八％から、〇五年には予算ベースで三七％を見込み、〇六年度は五〇％を目指すと述べている。ただし
雇
用
と
支
援
を
結
び
つ
け
る
試
み
は、収入稼得プロジェクトなどが導入されたものの、これまで必ずしも成功してこなかった。自立支援型の制度の実施は大臣の期待ほどには広がらず 〇九年 実績で予算の一六％にとどまった。　
こうした事情を背景として、二
〇一〇年に連帯基金局は職業安定局（
İŞ K
U
R
）
と
協
定
を
結
び、
連
帯基金の支援受給者 たいする就労支援を本格化させた。そのしくみは次のとおりである。まず連帯基金に申請した一五〜六四歳 男女は、公的扶助情報システムに失業中と登録されると、氏名や住所などの情報が自動的に職業安定局に
登
録
さ
れ
る
⑵。
職
業
安
定
局
は、
最寄りの支部でカウンセリング受
け
る
よ
う
申
請
者
の
携
帯
電
話
に
メッセージを送る。申請者は、連帯基金の支援も受けつつ、職業安
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定局でカウンセリングを受け、職業訓練コースへの参加や企業との採用面接を手配してもらう。一三年三月までの実績で、連帯基金経由で職業安定所に登録された約一〇〇万人のうち、一一万人が企業と面接し、そのうち二万六〇〇〇人が就職した。　
職業安定局の職業訓練のほとん
どは職業安定局と企業が共同で実施される。期間は最長六カ月で無料、受講者は社会保険に登録され日当が支払われる。企業は訓練修了後、受講者の半数を雇用し、訓練期間と同じ期間は雇用を継続することが義務づけられる。企業共催する職業訓練コース 、実質的には若者を対象 している。中高年者向けの制度としては 社会貢献プログラムがある。これはマルマラ地震後 世界銀行の支援により導入されたプログラムで、最長九カ月の臨時雇用であり、社会保険に登録され、法定最低賃金が支払われる。仕事内容は、自治体や学校など公的機関 雑業や歩道の掃除、植栽などである。　
職業安定局はカウンセリング業
務の増大に対応するため、全国の支
部
に
就
労
ア
ド
バ
イ
ザ
ー（
iş  
dan
ış m
an
ı ）
を
配
置
し
た。
職
業
安
定
局
の
呼
び
か
け
に
応
じ
な
い
場
合
は、連帯基金の支援は打ち切られることになっている。●貧困の科学的計測　
連帯基金局は、貧困を科学的に
計測するために、上述の公的扶助情報システムの一環として二〇〇九年からトルコ科学技術研究会議と共同で「公的扶助受給者決定のた
め
の
点
数
化
方
式
」（
S
osyal 
Y
ard
ım
 Y
ararlan
ıcıların
ın
 B
e-
lirlen
m
esin
e Y
ön
elik P
uan
lam
a 
Form
ülü ）
の
開
発
を
進
め
て
き
た。貧困の点数化はこれが初めてではなく、前述し 世界銀行の支援で導入された条件付き現金給付制度も独自の点数化方式を用いてきた。しかし条件付き現金給付制度が導入された〇一年当時は経済危機のさなかであり、インフォーマ
ル
経
済
が
拡
大
し
つ
つ
あ
っ
た
た
め、公式導出に用いら データは信頼度が低く、 らに一〇年以上の年月を経たことで、公式の更新が必要とされていた。今回のシステム構築では 社会学や計量経済学の専門家が、全国を一二地域に分け、それをさらに農村／都市に分けた二四区分について それぞれ住居の部屋数や家財の有無、
これまでに受けた支援など、様々なパラメータ間の関係を分析し、公
式
を
導
出
し
た。
各
基
金
事
務
所
は、公的扶助情報システムにそれぞれのパラメータについて申請者の調査結果を入力すると、公式が応用され、貧困度が点数として示される。基金の評議委員会は受給者を決定する際に、この点数を参考にすることになる。　
連帯基金局のシステム担当者へ
のインタビューによれば、点数化シ
ス
テ
ム
に
よ
っ
て、
「
よ
り
科
学
的
で合理的な受給者決定」が可能になるという。ただし同じ点数でも判断が分かれるグレーゾーンが存在することは認めており、点数はあ
く
ま
で
も
参
考
指
標
で
あ
る
と
い
う。重要なのは、評議委員会はその判断について監査当局から説明責任が問われることである。評議委員会が点数 そぐわない決定を下した場合は、システムを通じて家族社会政策省に警告が送られ、評議委員会は監査担当者から説明を
求
め
ら
れ
る
し
く
み
に
な
っ
て
い
る。点数化システムは二〇一三年現在パイロットプロジェクトを実施中で、一四年に導入される予定である。
●貧困との総合的取り組み　
改革のもうひとつの柱は、貧困
との総合的取り組みである。二〇一二年一月に家族社会政策省が主催した「公的扶助・社会サービスの
転
換
と
家
族
社
会
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム」ワークショップでシャーヒン家族社会政策大臣は、国民の一人一人が男女、年齢、障害の有無に関係なく自ら 潜在能力をもって社会に貢献できるよう、家族社会支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム（
A
ile S
osyal 
D
estek P
rogram
ı ）
を
立
ち
上
げ
ると述べた。たとえば精神障害のある母親やアルコール中毒の父親がいれば、経済的支援をしても有効に使われず貧困の緩和につ がらない。このようなケースに対応するため は、経済的支援と社会サービスや心理的支援 法的支援を組み合わせて、それぞれの家族にふさわしい解決法を探る総合な取り組みが必要だと うのが大臣の発言の趣旨であ 。　
家族社会支援プログラムは、点
数化システム よって申請者の経済的ニーズととも 医療や教育などのニーズを明らかにし、経済的支援にとどまらない総合的な支援を目指すものである。総合的な支援の必要性を訴えるなかで大臣が
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とりわけ強調したのは、受給者の経済的な自立である。点数化システムによって継続的支援 必要な貧困者と、医療や教育支援によって雇用可能となる一時的な貧困者の区別が可能 なり、後者には経済的支援とあわせて就労支援が実施されることになる。　
家族社会援助プログラムではま
た、専門的知識をもつ支援実践者によるカウンセリングが重視されている。貧困は複合 な問題であるという認識のもとに、カウンセリングを通じて経済的支援にとどまらない総合的な支援と もに、貧困リスクのある世帯を調査し、経済的支援が必要にな 前に何らかの支援を行うことで、貧困 未然に防ぐことが目指されこれは、利用者の申請にも づいて支援する従来の体制から、支援者がニーズを見極め、 きには予防的に介入する積極的介入主義への
転
換
と
い
え
る
⑶。
た
だ
し、
カ
ウ
ンセリングを行う要員の資格など不明な点が多く、実現 までかなり時間がかかると思われ 。●おわりに　
近年精力的に進められてきた連
帯基金の合理化改革の要 をま
めるなら、第一に、現金現物支給中心の支援から受給者の自立と貧困の予防へ、貧困対策の重点が変化した。第二に積極的介入主義への転換がはかられ 第三に利用情報の管理を通じて中央の権限が強化された。　
改
革
の
多
く
は
現
在
進
行
中
で
あ
り、支援の現場への影響はまだ明らかではない。だが、基金 申請者
に
現
金
現
物
を
支
給
す
る
拠
点
か
ら、貧困リスクを抱える世帯を発見し、カウンセリングを通じて予防的介入を含む総合的 支援を行う拠点へと変化することが予想される。連帯基金制度は、官僚主義に縛られず柔軟に支援を行うため基金に大幅な裁量を認め、このとが支援の公正性にたいする利用者の不信感を高める結果となってきた。点数化方式やカウンセリングの導入は、そうした不信感を打ち消す効果をもつであろう。基金職員や評議委員に っても、とりわけ点数化方式は負担の軽減 つながると思われる。 だし、基金職員や評議委 は、ともすれば受給者にたいして温情主義的な態度でのぞみがちであり、科学的である
こ
と
や
専
門
性
が
強
調
さ
れ
る
と
き、そこには対立点 生まれると
予想される。点数化システムがはじきだした数値にたいして基金が例外的な適用を行うとき、どのような言葉で、どのような言説にもとづいて、中央との交渉がなされるのか。またカウンセリングは温情主義的なアプローチから無縁でいられ これらは合理化改革のローカルな受容という点で重要な点であり、今後の展開を見守りたい。（む
ら
か
み
　
か
お
る
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究所
　
中東研究グループ）
《注》⑴
 二〇一二年の総合医療保険制度導
入
に
よ
り、
「
緑
の
カ
ー
ド
」
は
廃止された。
⑵
 失業者にはインフォーマルセクターに就労している人が含まれる。これは、社会保険への加入が義務づけられている め、社会保険の未加入者はたとえ働いて賃金を得ていてもシステムの上では失業者として扱わ ることによる。
⑶
 カウンセリング重視は、職業安定局の就労カウンセラーや家庭医制度など、他の領域にも共通
する傾向である。
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